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「三田学会雑誌」114巻 3号（2021年 10月）

「マルクスの基本定理」ノート

寺出道雄 ∗

（1） はじめに

この小稿の目的は，寺出（2021）の続稿と

して，「マルクスの基本定理」に関する私見を

述べることである。

その「マルクスの基本定理」については，次

節で簡単な定式化を行なう。それは，端的に

言えば，資本制経済のもとでは，労働者は資

本家によって「搾取」されていることを述べ

た定理である。そうした「マルクスの基本定

理」は，置塩信雄によって開発され，
（1）

森嶋通

夫によってそう名付けられた。
（2）

「マルクスの基本定理」は，多（n）生産部

門の経済を想定して一般化されているし，そ

れを巡る検討も，結合生産物が存在する場合

についての議論や
（3）

，「一般的商品搾取定理」に

ついての議論の
（4）

ように，複雑な設定のもとで

行なわれてきた。

もちろん，そうした議論の方向性に異議を

さしはさむことは出来ない。

しかしながら，そうした方向性のもとでは，

議論が技術的に込み入ったものとなることが

避けられない。したがって，「マルクスの基本

定理」とは，本来，何を語っているのかとい

う基本的な問題が見失われがちにもなる。そ

こで，本稿では，逆に，1種類の財を生産する

1つの生産部門のみからなる，もっとも簡単

な資本制経済（corn model）を想定して，「マ

ルクスの基本定理」とは何を語っているのか

について考えていく。

設定をもっとも簡単にすれば，演算はほと

∗ 慶應義塾大学名誉教授
（1） 置塩による同定理の開発は，1950年代にさかのぼり得るが，さしあたり，置塩（1967）を参照。
（2） Morishima（1973）を参照。
（3） Steedman（1977）を参照。
（4） Bowles and Gintis（1981）を参照。
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んど暗算に頼れるから，「マルクスの基本定理」

とは何を語っているのかについて，計算その

ものに煩わされることなく，考えていくこと

が出来るであろう。およそ，もっとも単純な

設定のもとで何が言われているのかを確定す

ることは，より複雑な設定のもとで議論を行

なっていくための前提となるはずである。

以下，（2）の「「マルクスの基本定理」」では，

当該の定理についてもっとも簡単な定式化を

行なう。（3）の「「搾取」 の概念」では，そう

した定式化にもとづいて，「搾取」の概念がも

つ意味について検討する。（4）の「代替的な方

法」では，資本制経済における分配の様相を，

「搾取」概念を用いずに表現する方法について

一瞥する。（5）の「終わりに」では，本稿での

議論について，ごく簡単にまとめる。

（2）「マルクスの基本定理」

まず，「マルクスの基本定理」について，簡

単な定式化を行なう。

資本家と労働者とによって構成された 1つ

の生産部門からなる資本制経済を想定する。

その 1種類の生産物は生産財でも消費財でも

ある。

そこでは，K 量の資本（生産財）と L量の

労働とを用いて，Y 量の総生産物が生産され

る。資本は 1回の生産で消耗しきる流動資本

である。したがって，純生産物は，Y − K 量

であることになる。ここでは，純生産物は正

の値をとるとする。

その場合，そこでの生産は，固定係数型の

生産関数，

Y = min［K/a, L/b］ ①

によって行なわれる。ここで，aは，生産物 1

単位を生産するために直接に必要な資本（生

産財）の量，bは，生産物 1単位を生産するた

めに直接に必要な労働の量を示す正の定数で

ある。

①で示された生産関数のもとでは，生産過

程に，資本（生産財）と労働とが無駄なく配備

されていれば，資本係数（資本生産性の逆数）

K/Y と労働係数（労働生産性の逆数）L/Y とは

所与で一定であることになる。そして，K/Y，

L/Y が所与で一定であれば，労働の資本装備

率 (K/Y )/(L/Y ) = K/Lも所与で一定であ

ることになる。

以上のような設定のもとで，「マルクスの基

本定理」の議論は，次のように表現される

まず，生産物 1単位を生産するために投下

された労働量 tは，

Kt + L = Y t ②

で示される。

すなわち，

t = L/(Y − K) ③

である。

その tは，純生産が可能である限り，すな

わち，Y − K > 0である限り，正の値をとる。

ここでは，純生産は可能である。

ところで，正の利潤が存在することは，労働

者の賃金率をwとして，次のように示される。

Y − K − wL > 0 ④
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この④式は，

(Y − K)/L > w ⑤

と変形出来る。

したがって，⑤式を③式を用いて書き直せば，

1 > wt ⑥

である。

⑥式は，労働者が，1単位の労働を投下した

ことによって得られる消費財 wを生産するた

めに投下された労働量wtは，労働者が投下し

た労働量の全体である 1単位より小であるこ

とを意味している。そうした事態は，資本家

が正の労働の成果を「剰余労働」の成果，す

なわち「剰余生産物」として取得したことを

意味するから，労働者は資本家によって「搾

取」されている，と評価される。

以上が，「マルクスの基本定理」のもっ

とも簡単な定式化である。

（3）「搾取」の概念

1．この節では，前節で見た「マルクスの基

本定理」における「搾取」の概念について，検

討していく。

まず，そうした検討の前提として，以下の

点を確認しておこう。

先の③式を読みとる上で重要なことは，生

産物 1単位を生産するために投下された労働

量 tは，生産に投下された労働量 Lを，純生

産物 Y − K で除した値として与えられてい

るのであるから，純生産物 1単位を生産する

ために投下された労働量として求められてい

ることである。そこでは，労働量 Lは，純生

産物 Y − K を生産するために投下された労

働量として捉えられている。

さて，前節で得た⑥式全体を L 倍すれば，

L > wLt ⑦

となる。

ここで，⑦式は，労働者は，L量の労働を投

下して，それより小である wLt量の労働の生

産物を賃金として回収したことを語っている。

そして，そうした⑦式の意味することは，生

産に投下された労働量 Lを，純生産物 Y − K

の全体を労働の生産物として評価したときの

労働量であると解釈すれば，a）「労働者が賃

金として回収した労働量 wLtは，純生産物の

全体を労働の生産物として評価したときの労

働量 Lより小である」と命題化出来る。
（5）

そこで，a）の命題が語っていることがもつ

意味をはっきりさせるために，②式において

資本を労働の生産物として評価したのと並行

的に，賃金財を資本の生産物として評価する

ことにする。

そうすると，まず，k で生産物 1単位の生

産に投下された資本量を示すと，

K + Lwk = Y k ⑧

である。

（5） 労働価値説の立場からは，⑦式は，「労働力の価値 wLt は，労働が生み出す価値 Lよりも小である」
と読みとられる。
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⑧式を整理すると，

k = K/(Y − Lw) ⑨

となる。

その kは，賃金 Lwが総生産物 Y に等しく

ない限り，正の値をとる。再生産が可能とさ

れるためには，賃金は純生産物 Y − Kの全部

を超えられないから，k は，正の値をとるこ

とになる。

その⑨式を用いれば，総生産物は，利潤率

を rとして，

K + rK + Lwk = Y k ⑩

で示される。

ここで，Lwk > 0であるとすると，すなわ

ち，賃金財の生産に投下された資本量が正の

値をとるとすると，

Y k − K > rK ⑪

である。

⑪式は，⑦式を a）の命題として読みとった

のと同型の解釈によって，b）「資本家が利潤

として回収した資本量 rK は，純生産物の全

体を資本の生産物として評価したときの資本

量 Y k − K より小である」と命題化出来る。

先に得た，a）「労働者が賃金として回収し

た労働量 wLtは，純生産物の全体を労働の生

産物として評価したときの労働量 Lより小で

ある」という命題は，この b）「資本家が利潤

として回収した資本量 rK は，純生産物の全

体を資本の生産物として評価したときの資本

量 Y k − K より小である」という命題と並行

的である。

したがって，a）の命題を，「労働者は資本

家によって 「搾取」 されている」という命題

として読みとることが可能であるなら，b）の

命題は，「資本家は労働者によって 「搾取」 さ

れている」という命題として読みとることが

可能であろう。

ここで，労働Lと資本Kとの結合の結果と

して，総生産物 Y，したがって純生産物 Y −K

が生産される。そして，その純生産物 Y − K

が，資本家の利潤 rK と労働者の賃金 wLと

して分配されるのである。

そうであれば，

a）′そうした純生産物の全体を労働の生産物

として評価すれば，正の値をとる労働が利潤

の生産に用いられているはずである以上，

労働者の投下労働量＞労働者の回収労働量

となる。

b）′ そうした純生産物の全体を資本の生産

物として評価すれば，正の値をとる資本が賃

金財の生産に用いられているはずである以上，

資本家の投下資本量＞資本家の回収資本量

となる。

以上の推論による，それ自身自明である a）′，

b）′の命題を，定式化された議論の結論として

示したものが，a），b）の命題なのである。

2．その場合，a），b）2つの命題について，

さらに考えていくときに，留意すべきことは，

次のことである。

「マルクスの基本定理」の議論が，本稿もそ

うであるように，固定係数型の生産関数を用

いて行なわれるときには，生産関数の定式化
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そのものによって示されるように，純生産物

のうちのどれだけが労働の生産物であり，ど

れだけが資本の生産物であるかを決定するこ

とは，本来，出来ない。純生産物の全体は，ど

こまでも労働と資本との結合の結果としての

生産物なのである。

確かに，⑦式が，a）の命題として解釈され

れば，⑦式に示された関係は，「労働者は資本

家によって 「搾取」 されている」と読みとられ

ることになる。また，⑪式が，b）の命題とし

て解釈されれば，⑪式に示された関係は，「資

本家は労働者によって 「搾取」 されている」と

読みとられることになる。

しかし，本来は，純生産物の全体は，もっぱ

ら労働の生産物であるとして，ないしもっぱ

ら資本の生産物であるとして，評価されるべ

きではないのである。すなわち，③式，ない

し⑨式を起点として，純生産物の全体をもっ

ぱら労働の生産物であるかのように評価する

こと，ないしもっぱら資本の生産物であるか

のように評価することを通じて，⑦式，ない

し⑪式がそう読みとられるように，資本家に

よる労働者の「搾取」，ないし労働者による資

本家の「搾取」を導き出すことは，正当であ

るとは言えない。繰り返して言えば，純生産

物の全体は，どこまでも労働と資本との結合

の結果なのである。

もちろん，本来は，労働と資本との結合の

結果である純生産物の全体を，③式を用いる

ことによって，労働の生産物と「見做し」て

評価することも，⑨式を用いることによって，

資本の生産物と「見做し」て評価することも

出来る。しかし，それは「見做し」にもとづく

評価なのであって，その「見做し」によって，

資本制経済の根底に存在する本質的な関係を

顕現させ得るわけではない。そのことを端的

に示すのが，そうした 2つの「見做し」の結

果として，「労働者は資本家によって 「搾取」

されている」という命題が成立するのと並行

的に，「資本家は労働者によって 「搾取」 され

ている」という命題が成立する，というアン

チノミーが生じることなのである。

その場合，③式，ないし⑨式がそれ自身と

して誤っているわけではない。その 2つの式

は，問題の経済の技術についての有意味な情

報を与えている。生産物の 1単位を生産する

ために投下された労働量 t，ないし生産物の

1 単位を生産するために投下された資本量 k

を知ることは，ともに有意味である。しかし，

そのことと純生産物の全体を，もっぱら労働

の生産物であると評価すること，ないしもっ

ぱら資本の生産物であると評価することの妥

当性とは，別のことである。

3．もっとも，利潤の存在を，資本家による

労働者の「搾取」の結果であると評価するこ

とそのものは，あくまでも任意である定義の

問題であるとも言える。

しかし，利潤の存在を，そのように，資本家

による労働者の「搾取」の結果であると呼ぶ

ことによって，資本制経済の根底に存在する

本質的な関係が明かされるわけではない。「搾

取」が存在するという命題は，「利潤が正の値

をとる」という事態の，計算という操作を通

じての言い換えなのである。計算という操作

に出来ることは，前提を言い換えることのみ

である。計算という操作によって，「利潤が正
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の値をとる」という「現象」から，そうした

事態の根底にある「本質」に貫入し得るわけ

ではない。
（6）

その場合，L 量の労働によって純生産物

rK +wLが生産されると評価されるのである

から，⑦式は，

rKt + wLt > wLt ⑫

であることを示している。

したがって，t は，純生産が可能である限

り，正の値をとるから，

rK > 0 ⑬

である。

⑦式は，利潤が正であることを示す⑬式に

言い換えられる。利潤が正の値をとる限り，

労働者は資本家によって「搾取」されている

のである。

しかし，「マルクスの基本定理」の議論は，

本来，④式に示されるように，利潤が正の値

をとるとすれば，それはどのような条件にも

とづいているのか，という問いを出発点とし

ていたはずである。そうした議論は，利潤が

正の値をとる限り，労働者は資本家によって

「搾取」されている，という⑬式に示された命

題に帰結するのである。この命題は，議論の

前提 「利潤が正の値をとる」 に，言

明 「労働者は資本家によって「搾取」さ

れている」 を付け加えたものに他ならな

い。帰結は前提に回帰し，それに 1つの言明

が付け加えられるのである。

（4） 代替的な方法

1．前節においては，「マルクスの基本定理」

における「搾取」の概念が，資本制経済の「秘

密」を明かし得るものではないことを見た。

続いて，本節では，資本制経済における生産

と分配との様相を，そうした「搾取」概念を

用いずに表現する方法について一瞥する。
（7）

さて，利潤率を r，賃金率を wで示してい

るのであるから，労働者の賃金が生産の後に

支払われるとすれば，本稿で想定した経済の

生産と分配との様相は，以下で示される。

Y = (1 + r)K + wL ⑭

総生産物 Y は，資本家の取得する資本の補

塡原資 K と，やはり資本家の取得する利潤

rK と，労働者の取得する賃金 wLとに分割

されるのである。

⑭式は以下のように変形出来る。

r = −(L/K)w + (Y − K)/K ⑮

⑮式からは，非負である賃金率と非負である

利潤率との存在のもとでの，賃金率と利潤率

との組み合わせを示す，賃金・利潤フロンティ

アの直線（図 1を参照）を得ることが出来る。

その⑮式と賃金・利潤フロンティアの直線

とからは，以下のことを知ることが出来る。

利潤率が非負である限り，賃金率のとり得

（6） いわゆる「転形問題」における議論とは，逆に，計算という操作によって，「本質」から「現象」を
導き出そうという試みである。

（7） 本節について，Sraffa（1960）を参照。
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rmax

wmax

r

w
O

図 1

る最大値は，r = 0のときに存在し，

wmax = (Y − K)/L

である。

また，賃金率が非負である限り，利潤率の

とり得る最大値は，w = 0のときに存在し，

rmax = (Y − K)/K

である。

ここで，前節での検討における関心の範囲

内で言えば，⑥（⑤）式で表された正の利潤

の存在条件は，⑭式を出発点とすれば，賃金

率がそのとり得る最大値をとっていないこと

として示されている。そして，図 1の賃金・

利潤フロンティアの直線は，⑥（⑤）式で示

された正の利潤の存在条件を，より一般的な

表現において示していることになる。

しかし，本節での議論のためには，何より

も，次の点が留意されるべきである。

1生産部門モデルには，価格したがって市

場も存在しないように見える。しかし，そう

ではない。そこには，労働 1単位の価格であ

る賃金率 wという価格が存在し，その賃金率

を決定する労働市場が存在するはずなのであ

る。そうした賃金率の決定が明らかにされれ

ば，⑭式とあわせて，この 1つの生産部門に

よって構成された経済における，生産と分配

との様相は，十全に描写されたことになる。

2．『資本論』第Ⅰ部第 6章（ドイツ語版第 4

章）によれば，労働者 1人当たりの賃金は，「労

働者を維持するために必要な生活手段」（Marx

（1996）p. 181.）によって決定される。その「生

活手段は，普通の状態において，労働する個人

を労働する個人として維持し得るに十分なも

のでなければならない。」（Marx（1996）p. 181.）

その場合，そうした「生活手段」の内訳は，

その経済が置かれた，「気候その他の自然的条

件」（Marx（1996）p. 181.）の影響を受けると

ともに，それ自身のうちに「歴史的・慣習的

要素」（Marx（1996）p. 181.）を含むのである。
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そこで，賃金が，「普通の状態において，労

働する個人を労働する個人として維持し得る

に十分」な生活手段を保証する水準であると

すれば，その「普通の状態において，労働す

る個人を労働する個人として維持し得るに十

分」な生活手段そのものの水準は，労働者の賃

金によって決定されるしかない。議論は，そ

の限りでは，循環論法に陥るのである。

しかし，『資本論』におけるマルクスの議論

の眼目は，賃金の決定は，狭義に捉えられた

経済的な関係のみによるのではなく，問題の

経済がその中に存在する社会が置かれた「気

候その他の自然的条件」や，その社会の「歴

史的・慣習的要素」という，狭義に捉えられ

た経済的な関係からすれば，「外生的」な存在

からの影響のもとでなされることを述べるこ

とにあったのであろう。賃金は，生活水準に

よって決定され，生活水準は，賃金によって

決定されるしかない。しかし，そうした賃金

=生活水準は，問題の経済がその中に存在す

る社会の諸条件によって規定されるものとし

て捉えられるのである。

その点で注目されるのは，『資本論』第Ⅰ部

第 25章（ドイツ語版第 23章）において，マルク

スが，労働者は，「労働組合その他によって，雇

用労働者と失業労働者との恒常的な協同を作

り出すことによって，資本制生産の自然的な

法則が彼らにもたらす破滅的な影響を，破壊

するか弱化させるかを試みる」（Marx（1996）

p. 634.）と述べていることである。

その場合，同じ章には，労働者の賃金は，雇

用率（1 −失業率）の変動によって変動する，

すなわち，労働者の賃金は，雇用率の増加関

数になるとも述べられている。

「全体として言えば，賃金の一般的な運

動は，もっぱら産業予備軍の拡大と縮小

とによって規定されており，そして，後

者は産業循環の周期的な変動に対応して

いる。それゆえ，それは労働人口の絶対

数の変動によって決定されるのではなく，

労働階級が現役軍と予備軍とに分かれる

割合の変動によって決定される。すなわ

ち，過剰人口の相対的な規模の増大と減

少とによって，それがどれだけ吸収され

ており，どれだけ放出されているかによっ

て，決定されるのである。」（Marx（1996）

p. 631.）

以上のことは，労働日を一定とすれば，労

働人口を所与で一定であるとして，労働市場

における賃金率 wの決定が，図 2のようにな

ることとして捉え得る。

すなわち，雇用率を eとして，

ⅰ）0 < e < e1 のときは，

w = w0

であり，

ⅱ）e1 ≦ e < 1のときは，

w = ϕ(e) ; ϕ′ > 0

であり，

ⅲ）e = 1のときは，

w1 ≦ w ≦ wmax

となるのである。
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図 2

そこでの太線全体の位置と形状とは，この

経済が置かれた社会の「気候その他の自然的

条件」に社会の「歴史的・慣習的な要素」を

加えた条件に影響されながら，賃金の取り決

めにおける，「労働組合その他」の活動によっ

て規定される，労働者の資本家との交渉力の

強さの程度に応じて決定される。図 2は，そ

うして決定され得る無数の場合から，あり得

る 1つの場合を示したものである。

すなわち，

i）雇用率が十分に低い範囲内にあるときは，

労働者間での雇用を求める競争は有効に制限

されない。そこでは，賃金率がとる値である

w0は，この経済が置かれた「気候その他の自

然的条件」によって，マルサス的に決定され

た，文字通りの生存賃金を保証する賃金率で

ある。その範囲内では，賃金率は不変である

から，利潤率も不変である。

ii）雇用率が e1 以上のときには，その雇用

率の高さに応じて，労働者間での雇用を求め

る競争は有効に制限される。賃金率のとり得

る値は w0 を超えて，雇用率の増加関数とな

り，雇用率の上昇によって，賃金率は上昇す

る。その範囲内では，賃金率の上昇に応じて，

利潤率は低下する。

iii）雇用率が 1に達すると，雇用率が 1で

あることそのものが，労働者間での雇用を求

める競争を制限する。そこで，個々の資本家

が，正の利潤を得られる限り，生産を増大さ

せようとすれば，より高い賃金率で労働者を

他の資本家のもとから「引き抜く」しかない。

「引き抜き」にあう資本家は，「引き抜き」を避

けるためだけにも，そうしたより高い賃金率

を支払うことになる。こうして賃金率は，w1

から，利潤率をゼロとする，賃金率のとり得

る最大値である，wmaxに向けて上昇する。そ

こでは，雇用率は 1で一定であるが，賃金率

の上昇に応じて，利潤率はゼロに向かって低

下する。

こうして，賃金率 wは，
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w0 ≦ w ≦ wmax

の範囲内で，雇用率の変動によって，変動す

るのである。

3．その場合，同じく『資本論』第Ⅰ部第 25

章（ドイツ語版第 23章）では，そうした雇用

率の変動による賃金の変動が，景気循環

いわゆるジュグラー循環 を作り出すこと

が注目される。

「近代の産業に特徴的な過程，すなわち，

平均的な活動，高圧下での生産，恐慌，不

況の期間からなる 10年の周期（それは，

より小さな振動によって攪乱される）は，産

業予備軍あるいは過剰人口の，絶えざる

形成，より大きな規模，より小さな規模

での吸収，そして再形成にもとづいてい

る。」（Marx（1996）p. 627.）

そうした雇用率の変動が，如何にして景気

循環を作り出すかについての検討は，本稿の

課題を超えている。
（8）

しかし，そうした検討によって，雇用率の

変動の様相，すなわち雇用率が現実にとる最

大値とその最小値とが明らかになれば，賃金

率の変動のより具体的な様相も明らかになる。

すなわち，資本制経済の動態において，賃金

率の水準が，如何に循環的に変動するかが示

されることになる。そうした賃金率の循環的

な変動，したがって，労働者の貯蓄を捨象す

れば，恐慌，不況期には，労働者の消費が切

り詰められ，好況期には労働者の消費が拡張

されるという循環的な変動の中で，その平均

的な状態として，労働者の置かれた「普通の

状態」が，したがって，その「普通の状態」に

おける賃金率が決定されるのである。

そうした「普通の状態」における賃金率が，

労働市場で決定されれば，⑭式から，「普通の

状態」における利潤率が決定される。

「マルクスの基本定理」を開発した置

塩は，ケインズ的に，労働者の実質賃金率は，

労働市場においてではなく，商品市場におい

て決定されると捉えていた。
（9）

したがって，そ

の「マルクスの基本定理」を巡る議論におい

ては，実質賃金率 本稿のような 1財モデ

ルでは，実質賃金率と貨幣賃金率との区別は

ないから，賃金率 は所与で一定であると

され，その変動の問題は考察されないことに

なっていた。言い換えれば，置塩においては，

その「搾取」論と賃金率の動向論とは，マル

（8） この点について，さしあたり，寺出（2000）を参照。
そこでは，労働人口の正の値をとる自然的増大率の存在を導入して，資本家が，雇用率の変動による

利潤率の変動に応じて，資本の増大率を，そうした労働人口の自然的増大率を挟んで，強気のものか
らと弱気のものへと，弱気のものから強気のものへと変化させることとして，景気循環を導き出して
いる。そうした景気循環によって，雇用率が，現実にとり得る最大値と最小値とが，したがって，賃
金率が，現実にとり得る最大値と最小値とが，決定されるのである。ただし，寺出（2000）での賃金率
の決定についての理解は，本稿での理解とは若干異なる。なお，宇野（宇野（2010）を参照）や，グッ
ドウィン（Goodwin（1982）を参照）の景気循環についての議論も参照。

（9） 置塩（1967）を参照。
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クス的な理解と，ケインズ的な理解との，一

貫した議論とは言えない，「二本立て」の議論

となっていたのである。

（5） 終わりに

以上，「マルクスの基本定理」についての私

見を簡単に述べてきた。それは，資本制経済

の根底に存在する本質的な関係を顕現し得た

ものとは言えないように思われる。また，資

本制経済における，純生産物の資本家の利潤

と労働者の賃金とへの分配については，その

様相をより一般的に示す議論の枠組みが存在

する。「マルクスの基本定理」をもって，『資

本論』の現代的な意義を測る上での基礎とす

るわけにはいかないであろう。
（10）
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